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　前回の記事では，役員の育成に
ついて，企業価値向上のための教
育の仕組みをご説明しました。最
終回の今回は，教育効果をより高
めるための運用の仕組みについて
ご説明します。
　教育制度は設計しただけでは機
能せず，成果を生み出すには運用
が非常に重要です。しかし，実際
には運用面でつまずく場合も少な
くありません。株式会社ジェイッ
ク「『2022年度 教育研修の実態と
課題』に関するアンケート」によ
ると，社員研修を実施・運営する
うえでの課題として， 4割以上が
「効果測定ができていない」こと
や「人事・教育担当のリソース不
足」を挙げています。
　そこで今回は，教育制度を持続
的に機能させるためのポイントと
して，枠組みの設計と教育効果の
測定と改善の 2つの観点から，運
用のポイントをご紹介します。

教育制度を機能させる 
枠組みの設計

●教育計画の策定
　教育は短期的な効果が見えづら
く，成果がはっきりと表れるまで
に時間を要します。そのため，3ヵ
年計画を設計し，中長期的な人材
育成ロードマップを策定すること
が重要です。
　このロードマップでは，経営方

針や事業計画と整合させながら，
若手・中堅・管理職・役員などの
対象者層ごとにどのような教育を
行うかを明確にします。さらに，
年度ごとに重要テーマを設定し，
具体的なスケジュールに落とし込
むことで，教育計画の持続的な運
用につなげていきます。

●教育予算とリソースの確保
　教育はコストではなく，将来の
企業成長に向けた投資として捉え
ることが重要です。
　教育予算は「売上高人件費率×
期待成長率」を基準に計算し，企
業成長に比例した予算配分を行う
ことが効果的です。例えば，人件
費率25％，成長率 5 ％の企業の
場合，教育予算の割合は1.25％が
目安です。つまり，年収400万円
の社員に対しては年間 5万円が教
育予算となる計算です。
　また，採用コストと育成コスト
を比較し，どちらが経営的に合理
的かを検討することも重要です。
新たな人材の採用や定着にかかる
コストを考慮しながら，既存人材
の育成に費用をかけるべきかを戦
略的に検討しましょう。
　さらに，教育を行うためには人
事部門だけでなく，現場の教育担
当者の関与が不可欠です。現場で
のOJTやフォローアップに要する
時間も教育コストと位置づけ，必

要な工数や予算をあらかじめ確保
することで，制度の運用を円滑に
行うことができます。

●経営層の巻き込み
　しかし，教育制度を人事部門や現
場任せにすると，現場への浸透が
不十分となり形骸化する可能性が
あります。そのため，経営層が自ら
教育の価値を発信することが不可
欠です。経営層が「教育は会社の
成長に重要である」というメッセ
ージを繰り返し発信することで，
従業員の意識が変わり，教育の文
化が社内に定着していきます。

教育成果の測定と改善

　教育は一度実施して終わりでは
ありません。効果を測定し，改善
につなげることで，初めて制度が
機能するようになります。ここで
は，教育効果を確認するための代
表的な手法をご紹介します。

●エンゲージメントサーベイ
　教育によって従業員の意識がど
のように変化したかを把握するた
めには，エンゲージメントサーベ
イが有効です。
　サーベイの結果は，実際の施策
への意思決定につながるデータと
して活用することが重要です。そ
のために，サーベイ結果を「満足

第6回　教育制度の運用

-JZ--JZ-



832025.12　人事マネジメント
www.busi-pub.com

度×重要度」のマトリクスで分析
することをおすすめしています。
サーベイの設問を，それぞれ「満
足しているか」だけでなく「重要
だと思うか」についても確認する
ことで，単に“満足している・し
ていない”の把握で終わらせず，
優先的に改善すべき課題を明確に
できます。
　そして，調査結果や改善策を社
内に公表し，従業員への透明性を
高めることが重要です。例えば，
調査結果として「昇格が公平に行
われていない」という問題点が明
らかになった場合は，昇格基準の
浸透や等級・評価制度の改定につ
いて検討するなどの対応が考えら
れます。

●多面評価
　教育によって実際に行動が変化
しているかを測るには，多面評価
（360度評価）が有効です。上司
だけでなく，同僚・部下など複数
の視点から評価を受けることで，
本人の認識と周囲の評価とのギャ
ップを明確にし，本人の自己理解
を深めることができます。
　評価結果は単なるスコアで終わ
らせず，育成計画に反映させるこ
とで，行動改善を継続的に支援し
ていくことが大切です。

●財務KPIの測定
　教育を投資と位置づける以上，
最終的には業績との連動で成果を

測ることが欠かせません。そのた
めに，教育の目的に応じて適切な
財務KPIを設定することが重要で
す。
　例えば，オンボーディングで従
業員の離職率低下を期待する場合
は，指標として「採用コスト」の
測定が考えられます。また，スキ
ルアップ研修で業務効率化を期待
する場合は，指標として「一人あ
たり売上総利益率」の測定が考え
られます。
　教育結果を業績への影響という
観点から測定することで，教育投
資の費用対効果を客観的に把握す
ることができます。すべてを完璧
に数値化することは難しいです
が，まずは「見える部分から測る」
ことが第一歩です。教育投資の費
用対効果を可視化することができ
れば，経営層の理解が得られやす
く，継続的な投資が行いやすくな
ります。

●レビューと改善
　教育制度は，毎年レビューを行

い，継続的に改善をすることが重
要です。エンゲージメントサーベ
イや多面評価結果，財務KPIの分
析を行い，施策のブラッシュアッ
プや効果の低い施策の見直しを進
めることで，教育制度の効果を高
めることができます。
　教育制度は「設計⇒実施⇒測定
⇒改善」のサイクルを回すことで
初めて機能します（図表）。中長
期目線で制度を運用し，教育制度
を定着させることが重要です。

＊　　＊

　これまで全 6回にわたり，教育
制度の設計から運用までご説明し
ました。教育は経営戦略の一つと
して投資と捉え，中長期的な視点
で設計から改善のサイクルを繰り
返すことが教育効果を高めるため
のポイントです。本連載が，皆様
の組織における教育制度の再構築
と改善の一助となりましたら幸い
です。
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